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２．ＮＰＯによる活性化活動の拡充に向けて 
2-1．ＮＰＯの活動段階別に見た課題と対応 

一般的なＮＰＯの形成段階別に見た特性と課題は下表のように整理される。 

 

表 ＮＰＯの形成段階と課題 

ＮＰＯの

段階 
特  性 課  題 

発起 ・地域住民の中から、地域課題を

解決するためにグループ化など

への機運が高まり、ＮＰＯ化等

を検討している 

・地域住民の意識の醸成 
・地域課題の共通認識形成 
・ＮＰＯのミッション、テーマの

決め方 
 

形成 ・財政的基盤や人的基盤が弱く、

行政の支援、活動の場の提供を

受け活動を行っている 

・ＮＰＯ事業の形成と維持 
・地域住民の参加促進方策 
・他の組織・グループとの連携方

策 
・行政との協働 
 

自立・継続 ・自主的な活動や、財政的基盤と
なる事業を実施し、定期的な活

動や情報発信を行っている 

・専門的事業技術力の向上 
・事業推進のノウハウ 
・人材確保 
・財政基盤の拡充 

 ・経年にわたって事業の継続的な

実施 
・一方、事業のマンネリ化や当初

の意気込みがなくなり、場合に

よっては衰退 

・事業の持続性を確保するための

新規取り組み、展開方策 
・マンネリ化を打破するための他

のＮＰＯとの連携、従来の枠組

みを越えた取り組み方策 
 

 

各段階別の課題への特徴的な対応を以下に整理した。 

 

（１）発起段階 

① 地域住民の意識の醸成 

○地域住民の関心が高いテーマを取り上げ多くの住民の参加を促進／江の川、菊池川 

・小さな町村それぞれでの活性化に向けた取り組みを連携し、流域レベルでの取り組

みにしていくため、JR 三江線の廃線問題を取り上げ、存続に向けたイベントなどで

住民の意識を醸成。やがて三江線と併行して流れる江の川を地域資源として活用す

る必要性認識が高まり、流域連携の取り組みへと展開／江の川 

・中学校の廃校を契機に、地元の発意によって校舎の保存と利活用を検討する協議会

組織を立ち上げて検討を重ねたことが、その後の活性化活動へと展開／菊池川 
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○地域外部のＮＰＯとの交流や、行政が主導した活動を通して住民のまちづくり意識を醸

成／吉野川、菊池川 

・水源地域での活性化や、水源林保全活動に下流域ＮＰＯが参加する際の水源地域で

の受け皿づくりに対する要請がきっかけとなりＮＰＯを立ち上げ。初動期における

行政主導による勉強会や、下流域ＮＰＯとの交流などにより住民意識を段階的に醸

成／吉野川 

・廃校の利活用を地元主導で検討する協議会に、グリーンツーリズム推進を標榜して

いた菊池市長が音頭を取って先進地視察やワークショップ支援を実施したこと、ま

た、グリーンツーリズム推進支援を子ども向けの各種活動を展開するＮＰＯ法人「こ

どもあーと」へ依頼したことが、地元による円滑なまちづくりの実践へ展開／菊池

川 

 

 

■水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査結果から■ 

 

（水源地域や流域住民の関心） 

◎水源地域での活動に対して、約３割が住民の関心が高まっていると評価している。一方で、

一度は関心の高まりを見せたものの、その後、横ばいや関心が低くなっている地域も４割

近くを占める。 

 

・水源地域や流域住民の関心は、「関心が高まっている」が 28％と約 3割を占める一方、「開

始段階に比べると関心は高まっているが、最近は横ばい状況」35％、「開始段階とほぼ同

じ」14％、「一度、関心は高まったが、最近は低くなっている」3.4％と約 5割が関心の停

滞を感じている。 

■地域住民や流域住民の関心について、どのように感じていますか

27.6%

3.4%
3.4%

3.4%

10.3%

13.8%

3.4%

34.5%

関心が高まっている

開始段階に比べると関心は高まって
いるが、最近は横ばい状況である
一度、関心は高まったが、最近は関
心が低くなっている
開始段階とほぼ同じである、あまり
変化していない
わからない

活動内容に対して地域住民や流域住
民の関わりがない
その他

無回答

 

※水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査 

平成 21 年 1月 8日～1月 28 日実施。調査対象５水系で活動するＮＰＯ・団体 96 団体を対象に実施。 

 有効回答数 38 

 

 

ｎ=29 
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② 地域課題の共通認識形成 
○勉強会や情報共有ツールの開発を通じて多様な関係主体が連携することにより地域の

課題や方向性を共有／豊川、江の川、吉野川、筑後川 

・青年会議所内に限定せず自治体や商工会議所等を巻き込みながら、森林づくり活動

の進め方について定期的に勉強会を開いて、1年をかけて活動の方向性を共有／豊

川 

・小さな行政単位ごとに個別で活動していた個人とともに江の川流域会議を発足させ

ることで交流が生まれ、勉強会等を中心に活動を展開。行政界を越えて地域住民が

地域資源や課題を共有化／江の川 

・嶺北地域各地域（各町村）毎の実態を見て学ぶ勉強会を実施。地域の資源や課題を

住民が共有し、地域内連携と地域主体による活動の気運を醸成／吉野川 

・行政区分を越えて、筑後川流域全体で活動する約 50 団体をネットワーク化し、流域

全体の情報を網羅する筑後川新聞の発行や各団体の代表による定期的な意見交換会

により、上流から下流までの筑後川の課題や各団体の活動状況を共有／筑後川 

 

③ ＮＰＯのミッション、テーマの決め方 

○じっくりと時間をかけ、勉強会などにより活動の方向性を検討／豊川 

・始めての森林づくり活動で進め方が分からない状況であったため、多様な関係主体

を巻き込み、勉強会を 1年間続けて活動の方向性を検討／豊川 

○流域連携の窓口・受け皿機能を担うことを契機にＮＰＯを発足／吉野川、筑後川 

・下流域のＮＰＯから水源地域で共に活動するための一元的な受け皿を求める声があ

ったこと、また早明浦ダムの役割を知ってもらうためにもっと下流域へＰＲする必

要性を感じたこと等からＮＰＯを設立／吉野川 

・流域連携を目的として毎年行われていた「筑後川フェスティバル」であるが、毎回

開催地が運営委員を立ち上げる大変さから継続が難しくなったため、フェスティバ

ルの企画・実施を専門に行う組織の必要性が高まりＮＰＯを設立／筑後川 

 

 
（２）形成段階 

① ＮＰＯ事業の形成と維持 

○ゆるやかな組織体制とし負担感や義務感を軽減／江の川、吉野川、筑後川 

・会則や会員名簿、会費を決めて組織の体制づくりを優先するのではなく、一人ひと

りの「何かやりたい」気持ちに共感するメンバーで活動を行う取り組み姿勢を構築

／江の川 

・活動体制を強制ではなくゆるやかなものとし、楽しむ要素を取り入れる工夫をして

継続的な活動を展開／吉野川 

・やってみたい企画がある団体が手を上げ、それに賛同する団体が協力して活動を実

施する「この指とまれ！方式」により、各団体の活動目的を尊重しながら主体的な

取り組みが実施可能／筑後川 
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○先行事例に学び事業ノウハウを蓄積／吉野川 

・既に「環境ワゴン」の取り組みを行っていた本田技研工業株式会社の協力を得て、

視察や研修を行い、れいほくＮＰＯ版の環境ワゴン実施へ向けたノウハウを吸収／

吉野川 

○目的を共有できた活動実績のあるＮＰＯと連携して事業を推進／菊池川 

・子どもたちの声が聞こえる校舎の利活用を求める地元協議会と、子どもを対象に長

年活動を続けてきた実績のあるＮＰＯ法人「こどもあーと」との思いがマッチング。

校舎の管理を地元協議会、ソフト面の展開を「こどもあーと」が担うことで、廃校

を保全・活用したグリーンツーリズム事業を円滑に推進／菊池川 

 

② 地域住民の参加促進方策 

○活動のあり様を常に見てもらい公益性をＰＲ／江の川 

・ＮＰＯ法人格の取得と、常に他の団体や地域住民に対して活動状況を見てもらう意

識で取り組むことで、公益性の高い事業を展開していることをＰＲ／江の川 

○地域の有力者の助力と参加を得て住民の理解を獲得／菊池川 

・地元のキーマンである区長が率先して、ＮＰＯ職員や市の職員と共に、ＮＰＯ法人

による校舎の利活用について説明会を実施することで、地元の賛同を獲得／菊池川 

 

③ 他の組織・グループとの連携方策 

○関係者を予め巻き込んだ組織の立ち上げ（商工会議所、森林組合・農協、大学等が立ち

上げ段階から協力メンバーとして参加）／豊川 

・流域の自治体、森林組合、農協、大学関係者、国会議員、国交省、林野庁等、連携

の必要性が予想される各組織に、立ち上げ段階から協力メンバーとして参加しても

らうことで、将来の活動を見据えた協力体制を構築／豊川 

 

○全国的なイベントへの参加などを通して地域外との交流を拡充／江の川 

・水環境交流会全国大会・水郷水都全国会議・全国源流シンポジウム等、全国的なイ

ベントに参加することで先進的な取り組みを行っている地域との交流拡充とメンバ

ーのモチベーション向上／江の川 

 

④ 行政との協働 

○関係者を予め巻き込んだ組織の立ち上げ（東三河 11 市町村を賛助会員とし、資金面で

協力）／豊川 

・国の機関、県、市町村等へ立ち上げ時に協力を依頼することで、行政との将来的な

協働関係を構築／豊川 

 

○行政からの業務委託などにより活動基盤を拡充／江の川、吉野川、筑後川 

・行政との協働の機会を積極的に活かして、江の川文化圏会議の事務局業務や国関係

の事業を受諾。また、提案型の地域づくり事業などの活用による活動資金の確保／

江の川 
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・国のモデル事業の採択を受け、地域ポータルサイトの構築や行政と連携したダム湖

面利用のルール化など、行政の事業を活用して資金確保やノウハウを蓄積／吉野川 

・筑後川新聞の製作・発行や筑後川発見館「くるめウス」の指定管理者委託など、国

交省を中心に事業を受諾し活動基盤を拡充／筑後川 

 

 

■水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査結果から■ 

 

（水源地域の自治体の協力） 

◎水源地域の自治体の協力は、約 7割が協力姿勢があると評価している。一方、協力姿勢に

不満もしくは協力姿勢が見えないとの評価が 3割となっている。 

 

・水源地域の自治体の協力は、「活動内容に応じて受け入れ」48％、「積極的に協力」17％と

約 7割は協力姿勢があるとしている。 

・一方、「あまり協力的でない」10％、「関わりがない」14％、「わからない」14％と、約 3

割が自治体の協力姿勢に不満もしくは協力姿勢が見えないと感じている。 

■水源地域の自治体の協力について、どのように感じていますか

3.4%

0%

6.9%

13.8%

10.3%

48.3%

17.2%

活動に高い理解を示しており、積極的に
協力してくれている

活動内容に応じて、受け入れており、協
力は要請次第である

あまり協力的でない

わからない

活動内容に対して水源地域自治体の関わ
りがない

その他

無回答

 
※水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査 

平成 21 年 1月 8日～1月 28 日実施。調査対象５水系で活動するＮＰＯ・団体 96 団体を対象に実施。 

 有効回答数 38 

ｎ=29 
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（３）自立・継続段階 

① 専門的事業技術力の向上 

○行政からの委託業務の実践を通して、ＯＪＴ方式でスタッフの技術力を養成／江の川 

・行政からの業務委託等について申請書類作成や補助金管理、業務実施、報告書の作

成など全ての業務に関わらせることでスタッフの責任意識と技術力を育て、人材を

育成／江の川 

○久留米大学と連携した「筑後川流域講座」により、必要な知識を習得／筑後川 

・久留米大学と連携して開催している公開講座「筑後川流域講座」を通じて流域住民

へ広く筑後川の歴史・文化等を教えると共に、講師側の技術的スキルの向上やノウ

ハウの蓄積が可能／筑後川 

 

② 事業推進のノウハウ 

○メンバーの特技を生かして活動を充実。成功体験が事業の継続や発展に寄与／吉野川、

筑後川 

・林業用刃物の名工、お坊さん、消防士、議員、ホームページ作成などメンバーの多

様な特技を活かした交流活動や事業展開を実施／吉野川 

・英会話、web デザイナー、写真家、子どもとのコミュニケーションが得意等、様々

な特技を持つメンバーを上手く組み合わせて活動を実施。メンバーの達成感を積重

ねることで活動意欲と自信を醸成／筑後川 

 

③ 人材確保 

○久留米大学と連携した「筑後川流域講座」により、有能な人材を確保／筑後川 

・久留米大学と連携して開催している公開講座「筑後川流域講座」を通じて流域住民

へ広く筑後川の歴史・文化等を教え、よりやる気のある受講生を筑後川のガイド役

「学芸員」として認定／筑後川 

 

④ 財政基盤の拡充 

○市民バンクからの融資により資金確保／菊池川 

・有名アーティストの出資による環境活動向けバンク「ap bank」を活用。話題性や地

名度の高さもあるため、助成を受けるだけでなく積極的にバンク主催のコンサート

フェスティバルへ出店するなど関係を継続／菊池川 

 

⑤ 事業の持続性を確保するための新規取り組み、展開方策 

○他地域からの移住支援により長期的に人材確保／吉野川、菊池川 

・他団体と連携して、田舎暮らしネットワーク事務局を立ち上げ、移住者の暮らしを

支援する事業を展開／吉野川 

・社会状況を踏まえた就農希望者の受け入れ体制づくりと、地域を支える就農者養成

プログラム「田舎で働き隊！」の展開により、地域活性化や経済活性化の視点をも

った即戦力となる就農者を育成／菊池川 
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○農業高校の生徒を対象に農業育成プログラムを開発／菊池川 

・県内の農業高校と連携し、地域の将来を担う若い世代を対象として、地域活性化の

視点をもった就農者育成を展開／菊池川 

 

⑥ マンネリ化を打破するための他のＮＰＯとの連携、従来の枠組みを越えた取り組み方策 

○新たな事業の展開／豊川 

・企業の社会貢献活動としての森林づくりコンサルティングを行う「企業の森づくり

支援事業」を新規に立ち上げ、平成 20 年度より展開／豊川 

○流域全体に活動エリアを拡大／江の川 

・江の川資源マップ調査や江の川インストラクター養成等を行い、グリーンツーリズ

ム（ＧＴ）やエデュケーションツーリズム（ＥＴ教育旅行）のモデルコースを検討

するなど、活動の継続・拡大／江の川 

○他の団体と連携し、相互の資源を活用して新たな事業を実施／吉野川 

・田舎暮らしを支援する事業の立ち上げやダムの流木を生かしたバイオマス発電計画

への参画など、新たな事業への取り組みを開始／吉野川 
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2-2．活動要素別に見た課題と対応 

（１）ＮＰＯによる活性化活動拡充の基本要素 

ＮＰＯによる活性化活動の拡充に向けた基本要素として、大きくＮＰＯの活動基盤拡充に関

する視点、活動ネットワーク拡充に関する視点、行政による支援や活動環境整備に関する視点

から捉えることができる。 

ＮＰＯの活動基盤拡充については、人材の育成・確保、活動資金の確保、活動内容の充実が

基本的な内容となる。 

活動ネットワーク拡充については、水源地域内での参加・連携、流域外との連携・流域連携

により活性化活動の拡充が図られており、これらが多様な主体とのネットワークにより実現し

ている。 

行政による支援、活動環境整備に関しては、資金面での支援、ネットワーク形成への支援、

活動環境整備や仕組みづくりによる対応が図られている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下では、上記に示したＮＰＯによる活性化活動拡充の基本要素に即して、事例から得られ

た特徴的な対応を整理した。 

 

ＮＰＯの活動基盤拡充 

人材の 

育成・確保 

活動資金 

の確保 

活動内容 

の充実 

活動ネットワーク拡充 

地域内での 

参加・連携 

■多様な主体とのネ
ットワーク 
・同分野・異分野Ｎ
ＰＯ連携 
・より広い住民との
連携 
・行政との協働 
・企業との連携 等

地域外との連携・

流域連携 

・資金面での支援 
・ネットワーク形成への支援 
・活動環境整備、仕組みづくり 

行政による支援、活動環境整備 
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（２）ＮＰＯの活動基盤拡充 

１）人材の育成・確保 

○ゆるやかな組織体制とし負担感や義務感を軽減／江の川、吉野川、筑後川 

・ゆるやかな組織体制とし、事務局運営の負担を軽減するなど、活動以外の業務を極

力少なくすることを目指し、結果的に、やる気のある人が、自らのやりたいことを

流域の活動家に提案し、賛同した人が、積極的に活動／江の川 

・理事長をはじめ、各部会長など、キーマンが存在。また、活動体制は、強制ではな

いゆるやかな事業とし、楽しみを取り入れる工夫が、活動を継続的に拡充／吉野川 

・「失敗するかもしれないが、面白そうなことはやってみる。無理だと思ったら潔く

撤退する。」ことが、活動を企画する時の基本的な姿勢とし、活動の企画・実施で

は、やってみたい企画がある団体（個人）が手を上げ、それに賛同する団体（個人）

が協力して実行する仕組みとなっている。協力者の人数や得意分野に合わせて柔軟

にプログラムの規模や内容を検討するなど柔軟な対応により協力者の確保に努める

など、活動の継続的実施を推進／筑後川 

 

○久留米大学と連携した「筑後川流域講座」により、活動人材を確保するとともに必要な

知識を学習／筑後川 

・ＮＰＯ設立の過程で交流を深めた久留米大学において「筑後川流域講座」として市

民講座を開講するほか、ＮＰＯが進める「筑後川まるごと博物館」の学芸員を養成

するなど、各種講座等の機会を通じて流域への理解を高め人材を確保／筑後川 

 

２）活動資金の確保 

○関係者を予め巻き込んだ組織の立ち上げ（東三河 11 市町村を賛助会員とし、資金面で

協力）／豊川 

・地元青年会議所が中心となって組織化を図っていくなかで、流域の自治体・県、商

工会議所、森林組合、農協、土地改良区、大学関係者、国会議員、県議会議員、林

野庁、国交省、水資源機構等、豊川水系に関係するあらゆる機関に参加を要請し、

結果、この体制づくりがその後の事業展開を促進し、地元自治体を賛助会員とする

活動資金を確保／豊川 

 

○行政からの業務委託などにより活動基盤を拡充／江の川、吉野川、筑後川 

・流域自治体が主体となって開催した流域文化圏会議の事務局機能を一部業務受託し、

行政との連携により活動資金を確保／江の川 

・全国都市再生モデル事業において地域ポータルサイト構築を受託したり、湖水祭の

企画運営や田舎暮らしネットワーク事業の事務局業務を受託するなど、行政からの

業務委託を活用し、活動を推進／吉野川 

・ＮＰＯとして、国土交通省 九州地方整備局 筑後川河川事務所から、事業委託や助

成、イベントへの協力といった形で支援を受け活動。平成 20 年 4 月より、「筑後川

発見館くるめウス」の指定管理者としてＮＰＯが委託を受け、活動拠点の確保とと

もに、指定管理者としての事業費を確保／筑後川 
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○市民バンクからの融資により資金確保／菊池川 

・行政の補助事業だけでなく、日本財団やセブンイレブンの基金助成、apbank（アー

ティスト・パワー・バンクの略称。自然エネルギーをはじめ環境に関する様々な活

動に融資を行う非営利組織）なども戦略的に活用／菊池川 

 

○耕作放棄地に繁殖牛を放牧し粗放的に管理／江の川 

・耕作放棄地に繁殖牛を放牧し、粗放的に管理するなどの実験を進めるほか、農産物

の販売、研修やグリーンツーリズム等の手数料、地域住民の生活を支援する事務や

作業の事業化を検討し、新たな事業資金確保方策確立に向け活動／江の川 

 

○ダム湖面利用者協議会の事務局となり入会手数料を徴収（資金的な貢献はわずか）／吉

野川 

・ブラックバス釣りや、水上スキーなど湖面利用が進んだが、無秩序で利用されたた

め利用者相互や地域との軋轢が生じたため、ダム湖面利用協議会を立ち上げてルー

ル整備を行い、利用許可証の発行をＮＰＯが実施する仕組みを構築。許可証の発行

にあたって手数料収入を活動資金に充当／吉野川 

 

○企業と連携した資金確保を模索／筑後川 

・新たな財源確保先として筑後川新聞のスポンサー探しなど、企業へシフトする取り

組みを開始。また、平成 20 年（2008 年）9月に開催された筑後川フェスティバルで

は、地球環境に配慮して活動を進める地元企業のＰＲイベントである「環境フェア」

をＮＰＯ独自で開催し、筑後川流域の環境に貢献する企業に対し「筑後川環境賞」

の表彰を行うなど、企業と関係づくりに取り組むほか、このフェアへの参加を交渉

するため、足を使って地元企業を多数訪問するなど、企業の視点に立った流域連携

を模索／筑後川 

 

○団体企業からの会費収入で事業を実施／豊川 

・組織立ち上げ段階で、流域の関係機関（市町村、商工会議所等）に協力要請したこ

とが奏功し、事業収入を団体企業からの会費で確保。また、本年度から「企業の森

づくり支援事業」を進め、民間企業が社会貢献活動として森林づくりを進める場合

のコンサルティングを実施／豊川 

 

３）活動内容の充実 

○先行事例に学び事業ノウハウを蓄積／吉野川 

・本田技研工業株式会社の社会貢献活動である「環境わごん」のノウハウの伝授を受

け、実践を重ねる中でノウハウを蓄積／吉野川 
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○目的を共有できた活動実績のあるＮＰＯと連携して事業化／菊池川 

・行政として、「菊池市全域におけるグリーンツーリズムの展開」を掲げるなかで、

中学校校舎および跡地を利活用した地元主導による活動推進に向けて、学校跡地を

活用した事業展開を行っていた「ＮＰＯ法人九州こどもあーと」と連携した事業を

展開。結果的に同ＮＰＯのスタッフであった小林氏がキーマンとなり、その後の事

業を展開／菊池川 

 

○全国的なイベントへの参加などを通して地域外との交流を拡充／江の川 

・設立後３年目には北海道池田町と、４年目には高知県の四万十川との交流会を開催

し、京都大学霊長類研究所の野猿調査研究を受け入れるなど、設立当初から、地域

外との交流を推進。さらにパソコン通信やインターネットを活用した情報発信も積

極的に行うほか、各種の全国大会などにも参加し、地域外の活動団体との交流・連

携を充実化／江の川 

 

○メンバーの特技を生かして活動を充実。成功体験が事業の継続や発展に寄与／吉野川、

筑後川 

・理事長をはじめ、福祉部会長、防災部会長など、各々に特技を持っており、それを

活かした交流活動や、各々が他団体などとの人的ネットワークを活かして各種の事

業を精力的に展開／吉野川 

・流域講座への規定以上の出席、レポート作成および面接というプロセスを経た人を

まるごと博物館の学芸員として認定。こうすることによって本人の誇りにもつなが

り、活動の継続を実現。こうした活動から第 1期生メンバー（約 20 名）が、まるご

と博物館の活動の中心的役割を担っているほか、現在、第 7期で 53 名の学芸員が誕

生／筑後川 

 

 

（３）活動ネットワークの拡充 

１）地域内での参加、連携 

○地域住民の参加拡大、地域内での支え合い／江の川 

・さまざまなイベントを通じて、地域内の住民の参加・連携を促進。地域資源調査や

インストラクター講座を開催し、地域から多くの参加。また、流域内で活動する様々

な団体やグループに対して、イベントや地域活動への参加を求めたり、活動に対す

るアドバイスを行うなど、活動団体としてもリーダー的存在となり、全体での活動

の活性化を推進／江の川 

 

○多様な主体の参加／豊川 

・地元青年会議所が中心となって、流域の自治体・県、商工会議所、森林組合、農協、

土地改良区、大学関係者、国会議員、県議会議員、林野庁、国交省、水資源機構等、

豊川水系に関係するあらゆる機関に参加を要請／豊川 
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○水源地域自治体境界を越えた連携／吉野川 

・嶺北地域全体を対象としたホームページ（ポータルサイト）による情報発信や、水

源林保全を担う主体の嶺北地域内外に渡るネットワーク化など、行政界を越えた活

動／吉野川 

 

２）地域外との連携、流域連携 

○下流域ＮＰＯとの連携／吉野川 

・もともと下流域ＮＰＯからの働きかけが、ＮＰＯ活動立ち上げの一要因ともなって

おり、当初より流域連携を伴って活動が展開。現在は、ＮＰＯが吉野川水源地域で

の水源林保全をはじめとする活動の窓口となることで、吉野川流域の下流域を含む

他のＮＰＯとの連携が円滑となり、流域連携による活動が定着、充実／吉野川 

 

○企業との連携／豊川、筑後川 

・本年度から「企業の森づくり支援事業」を進め、民間企業が社会貢献活動として森

林づくりを進める場合のコンサルティングを実施／豊川 

・平成 20 年（2008 年）9 月に開催された筑後川フェスティバルで、「環境フェア」を

開催し、地球環境に配慮して活動を進める地元企業をＰＲ。筑後川流域の環境に貢

献する企業に対し「筑後川環境賞」の表彰を行うなど、企業と関係づくりに取り組

むほか、地元企業訪問を実施。／筑後川 

 

○他の河川ＮＰＯとの連携／吉野川 

・流域連携の中で、新町川を守る会など、他の河川のＮＰＯと連携活動を実施／吉野

川 

・筑後川（筑紫次郎）は日本３大暴れ川であることから、他の暴れ川である利根川（坂

東太郎）、吉野川（四国三郎）との連携を実施。第８回川の日ワークショップ（平

成 17 年開催）において、吉野川で活動を続ける「吉野川交流推進会議」と出会いを

契機に、両河川で行われるフェスティバルを毎年、相互訪問する等、「兄弟川の縁

結び交流」を深めており、利根川とは平成 20 年 12 月に国土交通省や埼玉県を訪問

するなど兄弟縁組を推進／筑後川 
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■水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査結果から■ 

 

（他のＮＰＯ等との連携） 

◎他のＮＰＯや団体と定期的な交流や連携を行っているＮＰＯ等は２割であり、半数を超え

るＮＰＯ等では、イベント時など特定の機会での交流・連携に留まっている。 

 

・他のＮＰＯや団体との連携やネットワークについては、「イベント時など特定の機会に連

携を図っているＮＰＯ・団体がある」が 55％と過半数を占め、非定期的に必要に応じて連

携が行われている。 

・また、「定期的に交流や連携を進めているＮＰＯ・団体がある」が 21％であり、「非定期的

に連携している」55％とあわせて約 8割が他のＮＰＯや団体と連携して活動している。 

・一方、「他のＮＰＯ・団体との連携の必要性を感じていない」が 10％、「必要性は感じてい

るが、連携すべきＮＰＯ・団体がない」が 7％となっている。 

 

■連携やネットワークを図っている他のＮＰＯや団体はありますか

20.7%

55.2%

6.9%

10.3%

3.4%

3.4%

定期的に交流や連携を進めているＮ
ＰＯ・団体がある

イベント時など特定の機会にのみ、
連携を図っているＮＰＯ・団体があ
る
連携やネットワークの必要性は感じ
ているが、連携すべきＮＰＯ・団体
が地域にない
活動内容から特に他のＮＰＯ・団体
との連携の必要性を感じていない

その他

無回答
 

※水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査 

平成 21 年 1月 8日～1月 28 日実施。調査対象５水系で活動するＮＰＯ・団体 96 団体を対象に実施。 

 有効回答数 38 

 

 

（４）行政による支援、活動環境整備 

１）資金面での支援 

○賛助会員として参加／豊川 

・地元自治体が賛助会員となって、活動のための資金確保を支援／豊川 

 

○委託を通した支援／ 江の川、吉野川、筑後川 

・流域自治体が主体となって開催する流域文化圏会議の事務局機能のうち一部業務委

託し、活動資金確保を支援／江の川 

・全国都市再生モデル事業において地域ポータルサイト構築を委託するほか、湖水祭

の企画運営や田舎暮らしネットワーク事業の事務局業務を委託するなど、活動推進

ｎ=29 
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を支援／吉野川 

・国土交通省 九州地方整備局 筑後川河川事務所から、事業委託や助成、イベントへ

の協力といった形で支援。平成 20 年 4 月より、「筑後川発見館くるめウス」の指定

管理者としてＮＰＯへ委託し、ＮＰＯの活動拠点の確保とともに、事業費を支援／

筑後川 

 

２）ネットワーク形成への支援 

○流域自治体のネットワーク化／江の川、吉野川、その他 

・ＮＰＯ（当時は任意団体）の活動に合わせて、国土交通省が音頭を取り、流域自治

体の連携組織である流域文化圏会議を発足し、結果的にＮＰＯ活動を支援／江の川 

・下流域の香川県や県内の下流域ＮＰＯ等との連携に際して、情報提供や活動の場等

を提供／吉野川 

・各河川において、自治体の側からも流域自治体の連携が進んでおり、結果的にＮＰ

Ｏの流域連携の活動を支援／各河川 

 

○全国的な連携支援／江の川 

・川づくりや地域づくりの全国的なイベント、シンポジウム等への参加にあたり、情

報提供や参加推薦を行い、参加を通じてＮＰＯの交流・連携拡大の機会を提供／江

の川 

・各河川において、自治体の側からも流域自治体の連携が進んでおり、結果的にＮＰ

Ｏの流域連携の活動を支援／各河川 

 

 

３）活動環境整備、仕組みづくり 

○初期段階での主導的役割／吉野川 

・ＮＰＯの活動以前の地域活動は、嶺北広域行政事務組合が主導する形で展開してお

り、外部ＮＰＯからの働きかけとともに行政主導による交流活動が相まって、地域

住民のまちづくり意識を醸成し、ＮＰＯの設立へと発展。また、ＮＰＯ発足後も嶺

北広域行政事務組合がＮＰＯの事務局機能を担うなど、ＮＰＯの活動を支援／吉野

川 

 

４）行政へのさらなる期待 

○協働による支援 

・江の川や吉野川では、集落での生活活動支援や、水源林の保全活動、情報発信、防

災自主組織の立ち上げなどをＮＰＯが担っている。これらは自治体にとって、必要

性を認識しつつも、きめ細かい対応に手が回らないような事業が多くあり、これら

をＮＰＯが担っていくことにより、地域の公益増進に寄与していることから、今後、

一層、こうした活動に対する支援が求められる。 

・協働において、留意されることは行政も地域活性化のための主体であり、地域住民

やＮＰＯ、地域企業などと同じ立場で参加することである。自治体は場を用意する
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ことが役割であり、地域活動の主体は地域住民やＮＰＯなどであるという考えで、

実際の活動は参加しない（傍観者の）ようなスタイルの取り組みも一部には見られ、

ＮＰＯ等からは行政に対する不信感ともなっている。水源地域の多くの自治体では、

行政がまず活動のきっかけを作っているケースが多いことから、継続的な行政の関

わりが見られるが、今後、財政状況等により関与の度合いが減少していくことが懸

念される。それぞれの得意な分野で地域活性化のために協働していくというスタン

スが求められる。  

 

○企業との連携支援 

・豊川などでは、新たに企業との連携を強め、活動内容の充実とともに活動資金の確

保に努めている。実際には企業の関与は景気動向や本業の実態に大きく影響を受け

るものであるが、ＮＰＯとしては、新たな連携先として期待している。また地域で

大きなステークホルダーとなる地域企業が、ＮＰＯ等の地域活動に参加することは

大きな影響力を持っているものと思われる。しかしながら、ＮＰＯが直接、地域企

業と連携することは、その機会やお互いの信頼関係がないとうまくいかないため、

自治体等が間に入って両者を紹介するなど交流の場を設定することは大きな役割と

いえる。 

 

■水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査結果から■ 

 

◎行政（ダム管理者や自治体）に対する要望や期待について 

・ＮＰＯへの活動の場や機会を与えてほしいという意見が多く、例えば、広域行政や長期的な

行政の事業に対して、協働の視点から、ＮＰＯを積極的に活用してほしいといったものや、

「新しい公」の実現に向けて、ＮＰＯの機能や役割の理解を高めてほしいというような意見

があった。 

・さらに、行政の財政的事情から、ＮＰＯの活動や水源地域活性化に関わる事業への関わりが

消極的になっているという回答や、２県にまたがる活動を行っているが、県境を越えた活動

に対して所在する県の理解が得られ難いといった、行政からの積極的な財政的支援を望む声

も多い。 

・具体的な活動の面では、活動のためのスペース提供や水源地域が交通不便なところにあるた

め、イベント等の活動に際して、交通手段の提供を望むとする回答も複数得られている。 

 

※水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査 

平成 21 年 1月 8日～1月 28 日実施。調査対象５水系で活動するＮＰＯ・団体 96 団体を対象に実施。 

 有効回答数 38 
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■水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査結果から■ 

 

（今後の水源地域を対象とする活動を展開していく上で重要な点） 

◎今後の水源地域を対象とする活動を展開していく上で重要な点は、他の団体等との連携や、

活動基盤（資金、人材）強化が必要とされている。 

 

・今後の水源地域を対象とする活動を展開していく上で重要な点については、「他のＮＰＯ

や団体、リーダー等との連携強化」40％、「行政の補助、助成」37％、「ＮＰＯ・団体の組

織力（資金、人材）強化」26％等となっている。 

・他の団体等との連携強化を通した活動充実とともに、活動基盤（資金、人材）強化に向け

た自己努力と行政支援が志向されている。 

 

■今後、水源地域を対象とする活動を展開していく上で、どのような点が重要か

39.5%

36.8%

26.3%

21.1%

18.4%

5.3%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

他のＮＰＯや活動団体、リーダー等との

連携強化

ＮＰＯ・団体の水源地域活性化事業に対する

行政（自治体、ダム管理者）の補助、助成

ＮＰＯ・団体の組織力（資金、人材）の強化

水源地域の情報発信

（地元、地元自治体、ダム管理者等）

水源地域の実情等に対する理解と

活性化ノウハウの蓄積、学習

その他

無回答

 

※水源地域や河川との関わりを持つＮＰＯや団体へのアンケート調査 

平成 21 年 1月 8日～1月 28 日実施。調査対象５水系で活動するＮＰＯ・団体 96 団体を対象に実施。 

 有効回答数 38 
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2-3．活動を通した効果と今後の方向 

（１）活動を通した効果 

各事例の特徴的な効果を、地域の視点、行政の視点、ＮＰＯの視点から以下に整理した。 

 

① 地域の視点からみた効果 

○市民による森林保全活動の進展／豊川：下流域市民による継続的な森林保全活動 

・穂の国森づくりの会発足（平成 9年度）以降、約 10 年に渡り下流域市民（公募により

参加）による継続的な森林保全活動を実施 

 

○多様な主体の参画の機会提供／豊川：小学校と連携し、子どもへの森林学習を実施 

・小学校 5年生を対象とした森林について学ぶ「訪問授業」と「野外体験授業」を実施 

 

○地域の経済発展のカギとなるグリーンツーリズム資源のマネジメント／江の川 

・流域の資源を発掘、結集し、「河の道」「銀の道」「鉄の道」としてグリーンツーリズム

ルートを開発 

 

○地域の生活を守る集落支援サービス機能／江の川 

・超高齢化の中で地域生活を支えるべく、もう一つの役場として「集落支援センター」

事業を試行中。人材データベース構築とともに既存組織と連携した住民サービス提供

を検討 

 

○地域主体のまちづくりと交流／吉野川 

・ＮＰＯが中心となり地域主体のまちづくりと内外の交流活動を牽引したことで、水源

地域での支え合いによる心豊かな暮らしづくりに貢献 

 

○活性化への寄与／吉野川 

・継続的な水源林保全活動を水源地域内外の主体をネットワーク化して実施することで

活性化に貢献 

 

○自然と親しむ体験を提供／筑後川 

・身近に水辺とふれ合う環境がない子どもたちに自然観察など水辺と親しむ体験学習の

場を提供 

 

○地域資源の掘り起こしとグリーンツーリズムの取り組み／筑後川 

・流域の資源を総合的に活用するグリーンツーリズムを関係機関と連携して試行（筑後

川まるごとリバーパーク構想） 

 

○マチとムラの多様な交流を通じて地元が元気に／菊池川 

・地域外との交流充実が地域内での交流を促進し、活性化や生きがいづくりに貢献 

 

○経済波及効果、新たな雇用創出の場所／菊池川 

・交流館でのレストラン運営などの諸活動により、地域食材の購買やスタッフ雇用を通

して地域経済に貢献 
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② 行政の視点からみた効果 

○森林保全活動や林業振興等に対する関係者の合意形成／豊川 

・穂の国森づくりの会は「穂の国森づくりプラン」を平成 11 年に策定。同プランに示さ

れた森づくり方向に基づき関係者が協力・役割分担していく合意形成に寄与 

 

○行政との協働／江の川：江の川文化圏会議の事務局機能をＮＰＯが担い、一貫性・継続

性を確保 

・行政が主体となって流域連携に取り組んだ江の川文化圏会議の事務局機能を、ＮＰＯ

（江の川流域会議・ひろしまね）が担うことで一貫性・継続性を確保。マンネリ化防

止や地域連携充実にも寄与 

 

○もう一つの役場／江の川 

・超高齢化の中で地域生活を支えるべく、もう一つの役場として「集落支援センター」

事業を試行中。既存人材データベース構築とともに組織と連携した住民サービス提供

を検討 

 

○水源地域への理解促進／吉野川 

・水源林保全活動を地域外の参加者とともに実践することは、森林と水の関わりを学習

する場となり、水源地域の理解促進活動を市民主体で実施 

 

○公益の増進／吉野川 

・自治体が必要性を認識しつつも、きめ細かい対応までは手が回らないような活動をＮ

ＰＯが担うことで公益の増進に寄与 

 

○河川管理者の範囲を超えた取り組みを評価／筑後川 

・自由な発想でＮＰＯ間のネットワークを活かし、イベントなどを企画・実施 

 

○河川事業に関するアドバイザーとしての役割／筑後川 

・河川管理者も知らないような歴史・文化・暮らしなど地域特有の情報に精通しており、

アドバイザー役として貢献 

 

○河川管理者と地域住民の信頼関係構築に寄与／筑後川 

・柔軟な発想でイベント頻度と内容が充実し、地域住民の認知度向上に貢献。流域全体

での活動を通し「川守さん（川を自発的に見守る人）」が増えることで、住民と河川管

理者の信頼関係づくりに貢献 

 

○活動への信頼と期待／菊池川 

・自治体（菊池市）が地域におけるまとめ役や相談役として評価 
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③ ＮＰＯの視点からみた効果 

○中立的な立場から関係者の意見を調整／豊川 

 

○行政単位の活動の限界の克服／江の川 

・自治体の行政区域や工事事務所の管轄区域を越えた流域の人材や資源の総合的活用に

ＮＰＯが寄与 

 

○活動の公益性の確保／江の川 

・行政から事業を専属的に受託する上で、住民の理解・納得が不可欠。ＮＰＯ法人化で

理解促進に一定の効果 

 

○流域ＮＰＯとの柔軟な連携／吉野川 

・ＮＰＯが水源地域での活動の窓口・受け皿となることで下流域と連携した活動が定着 

 

○行政界を越えた広域的な取り組み／吉野川 

・自治体の行政界を越えた嶺北地域を一体として促えた広域的な活性化活動を住民主体

で展開 

 

○筑後川流域全体の情報を共有／筑後川 

・ＮＰＯ（住民）が主体となった筑後川新聞などの取り組みを通して、流域全体の情報

共有が可能になったとともに、連携活動の一層の促進に寄与 

 

○ゆるやかな連携により団体活動をサポート／筑後川 

・流域の団体がネットワーク化されたことで、個々の団体相互の事業協力が拡充 

 

○区（地縁組織）を越えたコミュニティ形成に寄与／菊池川 

・きらり水源村が地域の課題解決に向けて住民相互が協力するためのプラットフォーム

としての役割を担い、コミュニティ形成に寄与 

 

○活動の柔軟性と公益性の確保／菊池川 

・協議会（従来からの自治組織）から離れた活動の柔軟性を確保するとともに、地域住

民の信頼を得るため、有力者（区長）が役員として参加する形でＮＰＯ法人を設立 
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（２）今後の新たな取り組み 

活動の新たな展開や発展に向けて取り組んでいる内容を以下に示す。 

 

○民間企業の社会貢献活動としての森林づくりをコンサルティングする「企業の森づくり

支援事業」／豊川 

・活動内容のマンネリ化から脱するとともに、独自収入の確保に向けて、「企業の森づく

り支援事業」を展開。民間企業が社会貢献活動として森林づくりを進める場合のコン

サルティングを実施 

 

○「もう一つの役場」として集落支援センターを志向。グリーンツーリズムなどを検討／

江の川 

・ひろしまねでは、限界集落化が進み、行政の効率化のなかで取り残されかねない地域

集落の生活を守る“もう一つの役場”を目指し活動。グリーンツーリズムの継続・拡

充の他、地域の人材データベースの構築を進めながら、地域の生活支援ニーズを想定

したサービス提供を図るため、地域の既存組織と連携しながら必要に応じて利用でき

る仕組みづくりを試行 

 

○ダムの流木を活用したバイオマス発電／吉野川 

・ダムの流木をチップ化し、ペレットとして活用するバイオマス発電を検討。実現に向

けた研究会を立ち上げ 

 

○筑後川まるごとリバーパーク構想（ツアー企画等）／筑後川 

・「筑後川まるごとリバーパーク構想」という環境と経済の両立に重きを置いた活動の実

現を模索。流域全体を、川と水のテーマパークと位置づけ 11 のゾーン区分を行い、筑

後川流域の自然、歴史、文化等の観光資源を柱に、様々なツアーを企画・運営 

 

 




